
（29）試 験 問 題（午後の部） 
 

 

注    意 

 

(1) 別に配布した答案用紙の該当欄に，試験問題用紙裏面の記入例に従って，受験地，受験番

号及び氏名を必ず記入してください。多肢択一式答案用紙に受験地及び受験番号をマークす

るに当たっては，数字の位を間違えないようにしてください。 

(2) 試験時間は，3 時間です。 

(3) 試験問題は，多肢択一式問題(第 1問から第35問まで)と記述式問題(第 36問及び第37

問)から成り，配点は，多肢択一式が105点満点，記述式が70点満点です。 

(4) 多肢択一式問題の解答は，多肢択一式答案用紙の解答欄に，正解と思われるものの番号の

枠内を，多肢択一式答案用紙に印刷されているマーク記入例に従い，濃く塗りつぶす方法で

示してください。解答欄へのマークは，各問につき 1 か所だけにしてください。二つ以上の

箇所にマークがされている欄の解答は，無効とします。解答を訂正する場合には，プラス

チック消しゴムで完全に消してから，該当欄の枠内をマークしてください。答案用紙への記

入は，鉛筆(HB)を使用してください。該当欄の枠内をマークしていない解答及び鉛筆を使

用していない解答は，無効とします。 

(5) 記述式問題の解答は，所定の答案用紙に記入してください。答案用紙への記入は，万年筆

又はボールペン(いずれも黒色のインクに限り，インクが消せるものを除きます｡)を使用し

てください｡所定の答案用紙以外の用紙に記入した解答及び上記万年筆又はボールペン以外

の鉛筆等の筆記具によって記入した解答は，その部分につき無効とします。答案用紙の受験

地，受験番号及び氏名欄以外の箇所に，特定の氏名等を記入したものは，無効とします。 

(6) 答案用紙に受験地，受験番号及び氏名を記入しなかった場合は，採点されません(試験時

間終了後，これらを記入することは，認められません。）。 

(7) 答案用紙は，汚したり，折り曲げたりしないでください。書き損じても，補充しません。 

(8) 試験問題のホチキスを外したり，試験問題のページを切り取る等の行為は，認められませ

ん。 

(9) 試験時間中，不正行為があったときは，その答案は，無効なものとして扱われます。 

(10) 試験問題に関する質問には，一切お答えいたしません。 

(11) 試験問題は，試験時間終了後，持ち帰ることができます。 
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第 1 問 民事訴訟における訴訟能力に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組

合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 未成年者は，その親権者の同意があるときは，自ら訴訟行為をすることができる。 

イ 被告が未成年者である場合であっても，被告本人に対する当事者尋問をすることが

できる。 

ウ 被告が成年被後見人である場合であっても，被告本人に対してされた訴状の送達は

有効である。 

エ 訴訟係属中に原告が成年被後見人になった場合には，その原告について訴訟代理人

があるときを除き，訴訟手続が中断する。 

オ 成年被後見人が自らした訴訟行為は，その成年後見人が追認した場合であっても有

効とはならない。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第 2 問 訴訟費用に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1 か

ら 5 までのうち,どれか｡ 

ア 原告が訴えの提起の手数料を納付しない場合には，裁判長は，相当の期間を定め，

原告にその不備を補正すべきことを命じなければならず，原告がその不備を補正しな

いときは，命令で訴状を却下しなければならない。 

イ 勝訴の当事者がその責めに帰すべき事由により訴訟を遅滞させた場合には，裁判所

は，その勝訴の当事者に遅滞によって生じた訴訟費用の全部又は一部を負担させるこ

とができる。 

ウ 当事者が裁判所において和解をした場合において，和解の費用又は訴訟費用め負担

について特別の定めをしなかったときは厂裁判所は，職権で，その負担の裁判をしな

ければならない。 

エ 当事者が訴訟の準備及び追行に必要な費用を支払う資力を有していない場合には，

裁判所は，申立てにより，訴訟上の救助として，裁判費用の支払を猶予し，又は免除

することができる。 

オ 裁判所は，事件を完結する裁判において，職権で，その審級における訴訟費用の全

部についてその負担の裁判をするとともに，その額を定めなければならない。 

1 アイ     2 アウ     3 イエ     4 ウオ     5 エオ 
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第 3 問 民事訴訟における当事者の出頭に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいもの

の組合せは，後記１から５までのうち，どれか。 

ア 訴えの取下げを口頭弁論の期日において口頭でする場合には，相手方がその期日に

出頭していることを要する。 

イ 裁判所は，当事者の共同の申立てがあるときは，事件の解決のために適当な和解条

項を定めることができるが，その和解条項の定めは，口頭弁論，弁論準備手続又は和

解の期日に出頭した当事者双方に対する告知によってしなければならない。 

ウ 請求の放棄又は認諾は，当事者の一方が弁論準備手続の期日に出頭し，他の十方が

その期日に出頭しないで裁判所及び当事者双方が音声の送受信により同時に通話をす

ることができる方法によって手続に関与する場合においても，その期日においてする

ことができる。 

エ 訴え提起前の和解の期日に申立人又は相手方が出頭しないときは，裁判所は，和解

が調わないものとみなすことができる。 

オ 和解に代わる決定は，口頭弁論の期日に出頭した当事者双方に対する告知によって

しなければならない。 

1 アイ     2 アオ     3 イエ     4 ウエ     5 ウオ 
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第 4 問 確定判決の効力に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし正しい

ものの組合せは，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア ＡがＢに対して甲土地上の乙建物の所有権確認訴訟を提起し，Ａが勝訴してその判

決が確定した後に，ＢがＡに対して甲土地の所有権に基づき，乙建物を収去して甲土

地を明け渡すことを求める訴えを提起した。この場合において，Ａは，その建物収去

土地明渡請求訴訟において，Ｂに対し，その建物所有権確認訴訟の事実審口頭弁論終

結の時より前に乙建物を第三者に譲渡していた事実を主張して，自分が乙建物の所有

者ではないと主張することは許される。 

イ ＡのＢに対する売買代金支払請求訴訟において，ＢがＡに対する貸金債権をもって

相殺する旨の抗弁を主張したところ，自働債権である貸金債権が不存在であると判断

して請求を認容する判決が確定した。その後，ＢがＡに対して同一の貸金債権につい

て訴えを提起し，その存在を主張することは，その確定判決の既判力によって妨げら

れるものではない。 

ウ 保証人Ａが債権者Ｂからの保証債務の履行請求訴訟においてＡ敗訴の判決を受け，

その確定後に，Ｂからの主債務者Ｃに対する主債務の履行請求訴訟におけるＣ勝訴の

判決が確定した。この場合において，そのＣ勝訴の確定判決がＡ敗訴の確定判決の基

礎となった事実審口頭弁論終結の時までに生じた事実を理由としているものであって

も，Ａは，そのＣ勝訴の確定判決があることをＡ敗訴の確定判決に対する請求異議の

事由にすることができる。 

エ Ａは，Ｂに対し，一個の金銭債権の数量的な一部請求であることを明示して，その

金銭の支払を求める訴えを提起したが，その請求を棄却する判決が確定した。この場

合において，ＡがＢに対し，その訴えに係る金銭債権と同一の金銭債権に基づいて残

部の金銭の支払を求める訴えを提起することは，特段の事情がない限り，信義則に反

して許されない。 

オ ＡのＢに対する土地の賃料支払請求訴訟において，Ａの請求を棄却する判決が確定

した。この場合において，その確定判決がその理由中でその土地の賃貸借契約の存否

について判断していたとしても，その確定判決の既判力は，その賃貸借契約の存否の

判断について生じない。 

1 アウ     2 アエ     3 イウ     4 イオ     5 エオ 
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第 5 問 支払督促に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1 か

ら 5 までのうち，どれか。 

ア 支払督促の申立ては，債務者の普通裁判籍の所在地を管轄する地方裁判所の裁判所

書記官に対してする。 

イ 支払督促の申立てにおいては，当事者，法定代理人並びに請求の趣旨及び原因を明

らかにしなければならない。 

ウ 支払督促の申立てを却下する処分は，相当と認める方法で告知することによって，

その効力を生ずる。 

エ 債務者が支払督促の送達を受けた日から２週間以内に督促異議の申立てをしない場

合には，裁判所書記官は，債権者の申立てがないときであっても，仮執行の宣言をし

なければならない。 

オ 支払督促に対して適法な督促異議の申立てがあったときは，督促異議に係る請求に

ついては，その督促異議の申立ての時に，訴えの提起があったものとみなされる。 

1 アイ     2 アオ     3 イウ     4 ウエ     5 エオ 
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第 6 問 民事保全に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1 か

ら 5 までのうち，どれか。 

ア 不動産の仮差押命令は目的物を特定して発しなければならないが，動産の仮差押命

令は目的物を特定しないで発することができる。 

イ 仮差押命令においては，仮差押えの執行の停止を得るため，又は既にした仮差押え

の執行の取消しを得るために債務者が供託すべき金銭の額を定めることを要しない。 

ウ 抵当権の実行を禁止する仮処分命令は，係争物に関する仮処分命令であり，その現

状の変更により，債権者が権利を実行することができなくなるおそれがあるときに又

は権利を実行するのに著しい困難を生ずるおそれがあるときに発することができる。 

エ 保全命令の申立ては，その趣旨並びに保全すべき権利又は権利関係及び保全の必要

性を明らかにして，これをしなければならないところ，保全すべき権利又は権利関係

については証明を要するが，保全の必要性については疎明で足りる。 

オ 保全命令の申立てについての決定には，理由を付さなければならないが，口頭弁論

を経ないで決定をする場合には，理由の要旨を示せば足りる 

1 アイ     2 アオ     3 イウ     4 ウエ     5 エオ 
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第 7 問 間接強制に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1 か

ら 5 までのうち，どれか。 

ア 金銭債権についての強制執行は，直接強制の方法のみによることができ，間接強制

の方法によることはできない。 

イ 事情の変更があったときは，執行裁判所は，申立てにより，間接強制決定を変更す

ることができる。 

ウ 執行裁判所は，相当と認めるときは，申立ての相手方を審尋しないで，間接強制決

定をすることができる。 

エ 間接強制決定に対しては，執行抗告をすることができる。 

オ 不作為を目的とする債務についての強制執行は，代替執行の方法によることができ

る場合には，間接強制の方法によることはできない。 

1 アエ     2 アオ     ３ イウ     4 イエ     5 ウオ 
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第 8 問 司法書士の義務に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後

記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 司法書士は，依頼者から報酬を受けたときは，領収証を作成して依頼者に交付しな

ければならないが，その領収証には，受領した報酬額の総額を記載すれば足りる。 

イ 司法書士は，刑事訴訟における証人として証言する場合には，業務上取り扱った事

件について知ることのできた秘密であっても，証言することができる。 

ウ 司法書士は，その業務の補助をさせるため補助者を置くことができるが，補助者を

置いたときは，遅滞なく，その旨を当該司法書士の事務所の所在地を管轄する法務局

又は地方法務局の長に届け出なければならない。 

エ 司法書士は，登記に関する手続の代理の依頼を受けた場合において，正当な事由が

なくても，依頼者に対して理由書を交付すれば，当該依頼を拒むことができる。 

オ 司法書士は，日本司法書士会連合会の定める様式により事件簿を調製しなければな

らず，その事件簿は，その閉鎖後５年間保存しなければならない。 

1 アイ     2 アウ     3 イオ     4 ウエ     5 エオ 
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第 9 問 供託物の払渡請求に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せ

は，後記 1 から 5 までのうち，どれか。 

ア 登記された法人が，供託物の取戻請求をする場合において，官庁又は公署から交付

を受けた供託の原因が消滅したことを証する書面を供託物払渡請求書に添付したとき

は，当該請求書に押された印鑑につき登記所の作成した証明書を添付することを要し

ない。 

イ 委任による代理人によって供託物の払渡請求をする場合には，代理人の権限を証す

る書面はこれを提示すれば足り，供託物払渡請求書にこれを添付することを要しな

い。 

ウ 被供託者は，供託官から供託通知書の送付を受けていた場合であっても，当該供託

の供託物の還付請求をするに当たっては，供託物払渡請求書に当該供託通知書を添付

することを要しない。 

エ 供託物の払渡請求をする者が，供託物払渡請求書に利害関係人の承諾書を添付する

場合には，当該承諾書に押された印鑑につき市町村長又は登記所の作成した証明書で

あって，当該承諾書の作成前 3 か月以内又はその作成後に作成されたものを併せて添

付しなければならない。 

オ 供託物の払渡請求をする者は，供託物が有価証券である場合には，供託物払渡請求

書 2 通を提出しなければならない。 

1 アイ     2 アオ     3 イウ     4 ウエ     5 エオ 
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第10問 執行供託に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記1か

ら5までのうち，どれか。 

ア 第三債務者は，取立訴訟に係る訴状の送達を受ける時までに差押えに係る金銭債権

のうち差し押さえられていない部分を超えて発せられた差押命令の送達を受けたとき

は，その債権の全額に相当する金銭を供託しなければならない。 

イ 第三債務者は，金銭債権の一部に対して仮差押えの執行がされた後，当該金銭債権

のうち仮差押えの執行がされていない部分を超えて発せられた仮差押命令の送達を受

けたときは，その債権の全額に相当する金銭を供託しなければならない。 

ウ 第三債務者は，金銭債権に対して滞納処分による差押えのみがされたときは，その

債権の全額に相当する金銭を供託することができる。 

エ 第三債務者は，金銭債権である給与に係る債権につき差押可能額の限度で差し押さ

えられたときは，その債権の全額に相当する金銭を供託することはできない。 

オ 第三債務者は，金銭債権の一部が差し押さえられたことを原因としでその債権の全

額に相当する金銭を供託するときは，供託書の｢被供託者の住所氏名｣欄には執釘債務

者の氏名又は名称及び住所を記載しなければならない。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第11問 供託に関する書類の閲覧又は供託に関する事項の証明に関する次のアからオまでの 

記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 供託に関する書類の閲覧を請求する者が法人である場合において，閲覧申請書に押

された印鑑につき登記所の作成した証明書を添付したときは，代表者の資格を証する

書面を提示することを要しない。 

イ 供託に関する書類の閲覧の請求は，委任による代理人によってはすることができな

い。 

ウ 供託物の取戻請求権を差し押さえようとする者は，その供託に関する書類の閲覧を

請求することができる。 

エ 供託につき利害の関係が,ある者がその供託に関する事項の証明を請求する場合に

は，その申請書には，証明を請求する事項を記載した書面を，証明の請求数に応じて

添付しなければならない。 

オ 供託につき利害の関係がある者がその供託に関する事項の証明を請求する場合に

は，手数料を納付することを要しない。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第12問 申請情報に関する次のアからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているも

のの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア Ａが甲区 3 番及び甲区 4 番でそれぞれ所有権の持分を 2 分の 1 ずつ取得し，Ａを所

有権の登記名義人とする建物について，甲区 3 番で登記された持分のみを目的とする

抵当権の設定の登記がされている場合において，Ａが死亡したことにより相続を登記

原因とするＡの持分の全部の移転の登記を申請するときは，一の申請情報でしなけれ

ばならない。 

イ Ａを所有権の登記名義人とする建物について，Ａが債権者Ｂとの間で抵当権を設定

する契約を締結した場合には，利息の定めとして｢年 1.5％。ただし，将来の金融情

勢に応じ債権者において利率を適宜変更できるものとする｣旨を申請情報の内容とす

る抵当権の設定の登記を申請することができる。 

ウ 権利能力なき社団の構成員全員に総有的に帰属する建物について，当該建物の所有

権の登記名義人である旧代表者Ａが死亡した場合において，当該社団が，Ａの相続人

全員を被告として，新代表者Ｂへの所有権の移転の登記手続をすることを求める訴え

を提起し，当該訴えを認容する判決が確定したときは，Ｂは，当該判決に基づき，

｢権利者 Ｂ｣を申請情報の内容とする所有権の移転の登記を申請することができる。 

エ Ａが表題部所有者として記録されている所有権の登記がない敷地権付き区分建物に

ついて，当該区分建物及びその敷地を目的として，Ａを委託者，Ｂを受託者とする信

託契約が締結されたときは，Ｂは，一の申請情報で，直接自らを所有者とする所有権

の保存及び信託の登記を申請することができる。 

オ Ａ株式会社が表題部所有者として記録されている所有権の登記がない建物につい

て，Ａ株式会社がＡ合同会社へ組織変更をした場合には，当該組織変更があったこと

を証する情報を提供しても，｢所有者 Ａ合同会社｣を申請情報の内容とする所有権の

保存の登記を申請することができない。 

1 アウ     2 アエ     3 イエ     4 イオ     5 ウオ 
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第13問 登記原因証明情報に関する次のアからオまでの記述のうち，第2欄の情報が第1欄の

登記の申請情報と併せて提供すべき登記原因証明情報にならないものの組合せは，後記

1から5までのうち，どれか。 
 

 第 1 欄 第 2 欄 

ア 収用による所有権の移転の登記 権利取得裁決に係る補償金の受領書 

イ 遺贈者の死亡により包括受遺者である

ＡとＢとを登記名義人とする所有権の

移転の登記がされた後，所有権の登記

名義人をＢのみとする所有権の更正の

登記 

ＡがＢに対して送付した包括遺贈の放

棄をする旨の意思表示が記載された内

容証明郵便 

ウ 根抵当権者が単独で申請する根抵当権

の元本の確定の登記 

根抵当権の債務者について破産手続を

開始する旨の記載のある官報公告 

エ 不動産登記法第 70条第 3項前段の規

定に基づく抵当権の登記の抹消 
抵当権の被担保債権に係る借用証書 

オ 不動産登記法第 70条第 3項後段の規

定に基づく質権の登記の抹消 

不動産質権者である株式会社の清算結

了を証する閉鎖事項証明書 

 

(参考) 

不動産登記法 

第 70条 登記権利者は，登記義務者の所在が知れないため登記義務者と共同して

権利に関する登記の抹消を申請することができないときは，非訟事件手続法(平

成 23年法律第 51号)第99条に規定する公示催告の申立てをすることができる｡ 

2  (略) 

3 第 1項に規定する場合において，登記権利者が先取特権，質権又は抵当権の被

担保債権が消滅したことを証する情報として政令で定めるものを提供したとき

は，第60条の規定にかかわらず，当該登記権利者は，単独でそれらの権利に関

する登記の抹消を申請することができる。同項に規定する場合において，被担保

債権の弁済期から20年を経過し，かつ，その期間を経過した後に当該被担保債

権，その利息及び債務不履行により生じた損害の全額に相当する金銭が供託され

たときも，同様とする。 

1 アイ     2 アウ     3 イオ     4 ウエ     5 エオ 
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第14問 登記の抹消に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後

記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 甲不動産について，Ａを仮登記の登記名義人とする所有権の移転の仮登記がされて

いる場合において，Ａを登記名義人とする根抵当権の設定の登記がされた後，当該仮

登記に基づく本登記を申請するときは，根抵当権の登記名義人であるＡの承諾を証す

る情報を提供しなくても，当該根抵当権の設定の登記は登記官の職権で抹消される。 

イ Ａを所有権の登記名義人とする甲不動産にＡについての破産手続開始の登記がされ

ている場合において，甲不動産が担保権の実行手続によって売却され，当該売却によ

る所有権の移転の登記がされたときは，当該破産手続開始の登記は登記官の職権で抹

消される。 

ウ 甲不動産について，Ａ株式会社を登記名義人とする抵当権の設定の登記がされてい

たが，当該Ａ株式会社を消滅会社，Ｂ株式会社を存続会社とする吸収合併がされ，そ

の後に，弁済により当該抵当権が消滅した。この場合において，当該抵当権の登記の

抹消を申請するときは，その前提として，当該合併を登記原因とするＡ株式会社から

Ｂ株式会社への抵当権の移転の登記を申請しなければならない。 

エ 甲不動産について，乙区１番にＡを，乙区２番にＢをそれぞれ登記名義人とする抵

当権の設定の登記がされている場合において，Ａの抵当権が弁済により消滅したとき

は，Ｂは，甲不動産の所有権の登記名義人であるＣと共同して，Ａの抵当権の登記の

抹消を申請することができる。 

オ 甲不動産について，Ａを登記名義人，Ｂを債務者とする根抵当権の設定の登記がさ

れ，その後根抵当権の元本の確定の登記がされた場合において，甲不動産の所有権を

取得し，所有権の登記名義人となったＣが当該根抵当権の消滅請求をしたことにより

当該根抵当権が消滅したときは，ＡとＣは，消滅請求を登記原因として当該根抵当権

の登記の抹消を申請することができる。 

1 アウ     2 アオ     3 イエ     4 イオ     5 ウエ 
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第15問 官庁又は公署(以下｢官公署｣という｡)が行う登記の申請又は嘱託に関する次のアから

オまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記１から５までのうち，どれか。 

なお，租税特別措置法等の特例法による税の減免規定の適用はないものとする。 

ア 官公署が登記義務者として所有権の移転の登記を嘱託するときは，登記権利者の承

諾を証する情報を提供しなければならない。 

イ 乙区１番で登記された抵当権の登記名義人である合同会社Ａと，乙区２番で登記さ

れた抵当権の登記名義人である官公署が，官公署を第一順位，合同会社Ａを第二順位

とする抵当権の順位の変更の登記を共同して申請するときは，登録免許税は課されな

い。 

ウ 官公署は，公売処分をした場合において，登記権利者の請求があったときは，遅滞

なく，当該公売処分による権利の移転の登記を登記所に嘱託しなければならない。 

エ 官公署が代位して，登記名義人の住所についての変更の登記を嘱託するときは，登

録免許税は課されない。 

オ 官公署が登記義務者として所有権の移転の登記を嘱託するときは，登記義務者の登

記識別情報を提供しなければならない。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イオ     5 ウエ 
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第16問 裁判所に選任された財産の管理人等が行う登記の申請に関する次のアからオまでの記

述のうち，正しいものの組合せは，後記１から５までのうち，どれか。 

ア Ａのために選任された不在者の財産の管理人が，Ａを所有権の登記名義人とする不

動産を家庭裁判所の許可を得てＢに売却し，ＡからＢへの所有権の移転の登記を申請

する場合においては，その許可があったことを証する情報は，その作成の日から 3 か

月以内のものを提供しなければならない。 

イ 被相続人Ａに相続人のあることが明らかでない場合において，家庭裁判所に選任さ

れたＡの相続財産の管理人が，Ａが生前に売却したＡを所有権の登記名義人とする

不動産の所有権の移転の登記を申請するときは，家庭裁判所の許可があったことを証

する情報を提供することを要しない。 

ウ 被相続人Ａの相続人がＢ及びＣである場合において，相続開始後にＢが破産手続開

始の決定を受け，その後Ａの相続財産についてＣから遺産分割調停が申し立てられ，

Ｂの破産管財人Ｄが当事者となって遺産分割調停が成立し，その調停調書の正本を提

供して相続を登記原因とする所有権の移転の登記を申請するときは，Ｄが遺産分割調

停に参加することについての破産裁判所の許可があったことを証する情報を提供しな

ければならない。 

エ 被相続人Ａの相続人がＢ及びＣである場合において，相続開始後にＢが破産手続開

始の決定を受け，その後Ａの相続財産についてＣとＢの破産管財人Ｄが当事者となっ

て遺産分割協議をし，その協議に基づく相続を登記原因とする所有権の移転の登記を

申請するときは，Ｄが遺産分割協議に参加することについての破産裁判所の許可が

あったことを証する情報を提供しなければならない。 

オ 被相続人Ａの遺産分割の審判において，審判前の保全処分として選任された財産の

管理人Ｂが，Ａを所有権の登記名義人とする不動産を，家庭裁判所の許可を得てＣに

売却した場合には，Ｂは，その許可があったことを証する情報を提供して，ＡからＣ

への所有権の移転の登記を申請することができる。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第17問 Ａを所有権の登記名義人とする甲不動産について，書面を提出する方法により登記を

申請する場合における添付書面(磁気ディスクを除く｡)の原本の還付の請求に関する次

のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記1から5までのうち，

どれか。 

ア 売買を登記原因とする賃借権の移転の登記を申請する場合において，当該賃借権の

賃貸人Ａの所在が知れないために裁判所によって選任された不在者の財産の管理人Ｂ

が，裁判所の許可を得て当該賃借権の譲渡について承諾し，そのことを証する書面及

び当該書面に押印されたＢの印鑑について裁判所書記官が作成した証明書を添付した

ときは，いずれの書面についても，原本の還付を請求することができない。 

イ 贈与を登記原因とするＡからＢへの所有権の移転の登記を申請する場合において，

その申請書に押印されたＡの印鑑に関する証明書を添付したときは，当該証明書の原

本の還付を請求することができない。 

ウ Ａが死亡し，Ａの相続人全員が押印した遺産分割協議書を添付して相続を登記原因

とする所有権の移転の登記を申請する場合には，当該遺産分割協議書に押印された相

続人の印鑑に関する証明書の原本の還付を請求することができない。 

エ 外国に居住する日本人ＡからＢへの売買を登記原因とする所有権の移転の登記を申

請する場合において，Ａが当該申請を資格者代理人に委任する旨のみを記載した委任

状に署名し，日本の公証人の認証を受けた上で当該委任状を添付したときは，当該委

任状の原本の還付を請求することができない。 

オ Ａが，Ｂを抵当権者とする抵当権の設定の登記を串請する場合において，前所有者

からＡへの所有権の移転の登記が完了したときにＡに対して通知された登記識別情報

を記載した書面を添付したときは，当該書面の原本の還付を請求することができな

い。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第18問 Ａを売主，Ｂを買主とする売買を登記原因とする所有権の移転の登記の申請(以下｢本

件申請｣という｡)に，成年後見人が関与する事例に関する次のアからオまでの記述のう

ち，誤っているものの組合せは，後記1から5までのうち，どれか。 

ア Ａに成年後見人が選任されている場合において，Ａの居住の用に供する建物につき

本件申請をするときは，家庭裁判所の許可があったことを証する情報を提供しなけれ

ばならない。 

イ Ａに成年後見人が選任されている場合において，Ａの居住の用に供しない建物につ

き本件申請をするときは，後見監督大が選任されているときであっても，後見監督人

の同意があったことを証する情報を提供することを要しない。 

ウ Ａに成年後見人が選任されている場合において，本件申請の添付情報として資格者

代理人が作成した本人確認情報を提供するときは，当該本人確認情報は，当該成年後

見大についてのものであることを要する。 

エ Ｂに成年後見人が選任されている場合には，本件申請の添付時報として当該成年後

見人の住所を証する情報を提供しなければならない。 

オ Ｂに成年後見人が選任されている場合において，当該成年後見人が法定代理人とし

て自ら本件申請をし，その登記が完了したときは，登記識別情報は当該成年後見人に

通知される。 

1 アイ     2 アウ     3 イエ     4 ウオ     5 エオ 
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第19問 甲不動産の所有権の登記名義人Ａに相続が生じた場合に，甲不動産について申請する

登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記1から5ま

でのうち，どれか。 

ア Ａには配偶者Ｂ，子Ｃ及び胎児Ｄかおり，Ａの相続人回でされた協議によりＤが甲

不動産を取得する旨を定めた場合には，Ｄの出生前であっても，相続を登記原因とす

るＡからＤへの所有権の移転の登記を串請することができる。 

イ Ａには子Ｂ，Ｃ及びＤが，Ｂには子Ｅかおり，Ａの相続開始後Ｂが死亡し，ＣとＥ

とが，その各相続分をそれぞれＤに譲渡した場合には，相続を登記原因とするＡから

Ｄへの所有権の移転の登記を串請することができない。 

ウ Ａには子Ｂ及びＣ並びに妹Ｄかおり，Ａの生前にＤがＡの財産の維持について特別

の寄与をした場合において，Ｂ，Ｃ及びＤによりＤが甲不動産の所有権を取得する旨

の協議が成立したときは，相続を登記原因とするＡからＤへの所有権の移転の登記を

申請することができる。 

エ Ｂは，Ａの唯一の相続人として，配偶者及び妹としての相続人の資格を併有してい

たが，配偶者としては相続を放棄し，妹としては相続を放棄しなかった場合におい

て，Ｂは，その旨を明らかにした添付情報を提供して，相続を登記原因とするＡから

Ｂへの所有権の移転の登記を申請することができる。 

オ Ａには子Ｂ，Ｃ及びＤかおり，Ａの相続開始後Ｃが相続を放棄したが，Ａが生前に

甲不動産をＥに売却していた場合において，売買を登記原因としてＡからＥへの所有

権の移転の登記を申請するときは，Ｂ，Ｃ，Ｄ及びＥが共同してしなければならな

い。 

1 アウ     2 アエ     3 イェ     4 イオ     5 ウオ 
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第20問 甲不動産の所有権の登記名義人であるＡが遺言を作成して死亡した場合に関する次の

アからオまでの記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものの組合せは，後記1か

ら5までのうち，どれか。 

ア Ａは，平成 25 年 2 月 22 日，Ａの子Ｂに甲不動産を相続させる旨の遺言をしたが，

平成 26 年 4 月 19 日，当該遺言を全て取り消し，Ａの子Ｃに甲不動産を相続させる旨

及び遺言執行者をＤとする旨の遺言をした後に死亡し，さらにその後，Ｂが，平成

25 年 2 月 22 日付け遺言を提供して相続を登記原因とするＡからＢへの所有権の移転

の登記の申請をし，当該所有権の移転の登記がされた。この場合において，Ｄは，Ｂ

に対し，当該所有権の移転の登記の抹消登記手続を求める訴えを提起し，これを認容

する判決が確定したときは，当該判決書の正本を提供して当該所有権の移転の登記の

抹消を申請することができる。 

イ Ａが，甲不動産を売却してその代金をＢに遺贈する旨の遺言をし，遺言執行者Ｃを

指定した場合において，Ｃが甲不動産をＤへ売却したときは，Ｃは，売買を登記原因

としてＡからＤへの所有権の移転の登記を申請することができる。 

ウ Ａが甲不動産をＢへ遺贈する旨の遺言をしたが，当該遺言に基づく所有権の移転の

登記がされる前に，Ａの相続人Ｃが当該遺贈の全部について遺留分減殺請求をした場

合には，Ｃは，相続を登記原因とするＡからＣへの所有権の移転の登記を申請するこ

とができる。 

エ Ａが，甲不動産をＢに遺贈したが，Ａの死後当該遺贈に基づく登記が申請されない

ままＢが甲不動産をＣに遺贈するとともに遺言執行者Ｄを指定した場合において，Ｂ

が死亡したときは，Ｄは，Ａの相続人全員と共同であっても，遺贈を登記原因とする

ＡからＣへの所有権の移転の登記を申請することができない。 

オ Ａには子Ｂ及びＣが，Ｃには子Ｄかおり，ＡがＣを廃除する旨の遺言をし，その廃

除の審判が確定した場合において，相続を登記原因とするＡからＢ及びＤへの所有権

の移転の登記を申請するときは，当該廃除の審判書及び確定証明書を提供しなければ

ならない。 

1 アイ     2 アウ     3 イオ     4 ウエ     5 エオ 
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第21問 買戻しの特約の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合

せは，後記1から5までのうち，どれか。 

ア 甲土地の所有権の移転の登記と同時に買戻しの特約の登記がされている場合におい

て，売買を登記原因として当該特約に係る買戻権の移転の登記を申請するときは，登

記権利者の住所を証する情報を提供することを要しない。 

イ 乙建物の所有権を目的として｡売買代金を分割して支払う旨の定めがある売買契約

が締結され，当該契約に買戻しの特約が付された場合において，当該買戻しの特約の

登記を申請するときは，買主が現実に支払った金額及び売買の総代金を，当該登記の

申請情報の内容としなければならない。 

ウ 甲土地を目的とする地上権の移転の登記と同時に買戻しの特約の登記がされている

場合において，売買を登記原因として当該特約に係る買戻権の移転の登記を申請する

ときの登記の目的は｢何番地上権付記１号買戻権移転｣である。 

エ 乙建物の所有権の移転の登記と同時に買戻しの特約の登記がされ，当該特約に係る

買戻権を目的として差押えの登記がされている場合において，当該買戻権の買戻期間

が満了したときは，当該差押えの登記に係る差押債権者の承諾を証する情報を提供し

て当該買戻しの特約の登記の抹消を申請することができる。 

オ 甲土地の所有権の登記名義人との問で締結した当該所有権を目的とする売買契約に

買戻しの特約を付した場合において，当該所有権の移転の仮登記を申請するときは，

当該買戻しの特約の仮登記と当該所有権の移転の仮登記とを同時に申請しなければな

らない。 

1 アイ     2 アウ     3 イエ     4 ウオ     5 エオ 
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第22問 地役権の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記

1から5までのうち，どれか。 

ア 甲土地の地上権の登記名義人であるＡは，自己の地上権の存続期間の範囲内におい

て，乙土地の所有権の登記名義人であるＢと共同して，甲土地を要役地とし，乙土地

を承役地とする地役権の設定の登記を申請することができる。 

イ Ａが所有権の登記名義人である甲土地を要役地とし，Ｂが所有権の登記名義人であ

る乙土地及びＣが所有権の登記名義人である丙土地を承役地とする地役権の設定の登

記は，一の申請情報により申請することができる。 

ウ Ａが所有権の登記名義人である甲土地を要役地とし，Ｂが所有権の登記名義人であ

る乙土地を承役地とする地役権の設定の登記の後に，甲土地の地番について土地区画

整理事業の施行による変更があった場合，ＡとＢは共同して乙土地の地役権の変更の

登記を申請することができる。 

エ 甲土地を要役地とし，農地である乙土地を承役地として，乙土地の地下に水道管を

設置することを目的とする地役権の設定の登記を申請するときは，農地法所定の許可

があったことを証する情報を提供することを要しない。 

オ Ａが所有権の登記名義人である甲土地を要役地とし，Ｂが所有権の登記名義人であ

る乙土地を承役地として，地役権は要役地の所有権とともに移転しない旨の特約を内

容とする地役権の設定の登記がされている場合において，甲土地につき，ＡからＣへ

の所有権の移転の登記がされたときは，Ｂは，単独で当該地役権の登記の抹消を申請

することができる。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第23問 仮処分の登記に関する次の1から5までの記述のうち，正しいものは，どれか。 

1 Ａを登記名義人とする根抵当権の設定の登記がされている甲土地について，Ｂを仮

処分の債権者とする所有権の処分禁止の登記がされた後，当該根抵当権の債権の範囲

の変更の登記がされた場合には，Ｂは，Ｂへの所有権の移転の登記の申請と同時に当

該根抵当権の変更の登記の抹消を単独で申請することができる。 

2 Ａを所有権の登記名義人とする甲土地について，Ｂを仮処分の債権者とする所有権

の処分禁止の登記及びＣを登記名義人とする所有権の移転の登記が順次された後，Ａ

からＢへの所有権の持分の２分の１の移転の登記の手続を命ずる確定判決を得た場合

には，Ｂは，当該持分の移転の登記の申請と同時にＡからＣへの所有権の移転の登記

の抹消を単独で申請することができる。 

3 Ａを所有権の登記名義人とする甲土地について，Ｂを仮処分の債権者とする所有権

の処分禁止の登記がされた後，Ａ及びＢが甲土地について所有権の移転請求権の保全

の仮登記を申請する場合には，Ｂは，当該処分禁止の登記に後れる登記の抹消を単独

で申請することができる。 

4 Ａを登記名義人とする所有権の保存の登記がされている乙建物について，Ｂを仮処

分の債権者とする所有権の処分禁止の登記がされた後，Ｃを債権者とする仮差押えの

登記がされた場合においては，Ｂは，「Ａは，Ｂに対し，乙建物が当初からＢの所有

であることを確認する。Ａは，Ｂに対し，Ａを登記名義人とする所有権の保存の登記

につき錯誤を理由とする抹消の手続をし，かつ，Ｂが乙建物につきＢを登記名義人と

する所有権の保存の登記をすることを異議なく承諾する」旨の和解調書を提隹して，

Ａの所有権の保存の登記の抹消の申請と同時にＣの仮差押登記の抹消を単独で申請す

ることができる。 

5 Ａを所有権の登記名義人とする甲土地について，Ｂを仮処分の債権者とする所有権

の処分禁止の登記がされた後，ＡからＢへの所有権の移転の登記及び当該処分禁止の

登記に後れる登記の抹消の登記を申請する場合には，Ｂは，当該処分禁止の登記の抹

消を単独で申請することができる。 
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第24問 仮登記に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，後記1

から5までのうち,どれか｡ 

ア Ａを所有権の登記名義人とする不動産について，Ｂの根抵当権の設定登記請求権を

保全するために所有権の処分禁止の仮処分の登記及び極度額を2000万円とする根柢

当権の保全仮登記がされている場合において，当該保全仮登記に基づく本登記をすべ

き旨の本案の債務名義においてその極度額が1000万円とされたときは，ＡとＢは，

共同して，当該保全仮登記の極度額を1000万円とする更正の登記を申請することが

できる。 

イ Ａを所有権の登記名義人とする不動産について，当該所有権を目的として，Ｂを仮

登記の登記名義人とする抵当権の設定の仮登記がされた後に，Ｃを登記名義人とする

地上権の設定の登記及びＤを登記名義人とする抵当権の設定の登記がされている場合

には，Ｂは，Ａと共同して，Ｃ及びＤの承諾を証する情報を提供しないで当該仮登記

に基づく本登記を申請することができる。 

ウ 乙区１番で登記された抵当権の登記名義人であるＡが，Ｂとの間で，当該抵当権の

被担保債権に係る保証契約を締結した場合には，Ｂは，Ａの承諾を証する情報を提供

して，単独で，1 番抵当権移転請求権保全の仮登記を申請することができる。 

エ Ａを所有権の登記名義人とする不動産について，Ａ及びＡの子Ｂとの間で死因贈与

契約が締結された場合には，Ｂは，Ａの承諾を証する情報を提供して，単独で，始期

付所有権移転仮登記を申請することができる。 

オ Ａを仮登記の登記名義人として仮登記された地上権を目的として，ＡがＢとの間で

抵当権の設定契約を締結した場合には，当該抵当権の設定の本登記を申請することが

できる。 

1 アウ     2 アオ     3 イエ     4 イオ     5 ウエ 
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第25問 Ａが所有権の登記名義人である甲土地についての根抵当権の設定の仮登記に関する次

のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記1から5までのうち，どれ

か。 

ア ＡがＢを権利者とする根抵当権の設定の仮登記をすることに承諾したが，その承諾

後，Ａについて破産手続開始の決定がされ，その旨が登記された場合には，Ｂは，当

該承諾を証する情報を提供して，当該承諾の日を登記原因の日付とする根抵当権の設

定の仮登記を単独で申請することができる。 

イ 甲土地とＡが所有権の登記名義人である乙土地とが同一の登記所の管轄区域内にあ

る場合において，権利者並びに根抵当権の設定の登記原因及びその日付が同一である

ときは，Ａは，当該権利者と共同して，甲土地及び乙土地を目的とする根抵当権の設

定の仮登記の申請を一の申請情報によってすることができる。 

ウ Ｂを権利者とし，担保すべき元本の確定すべき期日の定めのない根抵当権の設定の

仮登記がされている場合において，当該設定の日から 5 年後にＡがＢに対して当該根

抵当権の元本の確定の請求をしたときは，ＡとＢは，共同して，当該根抵当権につい

て元本の確定の登記を申請することができる。 

エ Ｂを権利者とする根抵当権の設定の仮登記がされている場合において，ＢとＣとが

共同して譲渡を登記原因とする当該根抵当権の移転の仮登記を申請するときは，Ａの

承諾を証する情報を提供しなければならない。 

オ Ｂを権利者とする根抵当権の設定の仮登記がされた後，Ｂが住所を移転した場合に

おいて，当該仮登記に基づく本登記を申請するときは，当該本登記の申請に先だっ

て，Ｂの住所についての変更の登記を申請しなければならない。 

1 アイ     2 アオ     3 イエ     4 ウエ     5 ウオ 
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第26問 信託の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記1

から 5までのうち，どれか。 

ア Ａを受託者とする所有権の移転の登記及び信託の登記がされている甲土地につい

て，Ａが住所を移転したことによる所有権の登記名義人の住所についての変更の登記

を申請する場合には，Ａは，信託目録に記録されている受託者の住所についても変更

の登記を申請しなければならない。 

イ Ａを委託者，Ｂ及びＣを受託者とする所有権の移転の登記及び信託の登記がされて

いる甲土地について，Ｂを解任する裁判があったことによる受託者の変更の登記は，

ＢとＣが共同して申請しなければならない。 

ウ Ａを委託者，Ｂを受託者とする所有権の移転の登記及び信託の登記がされている甲

土地について，Ａの委託者の地位をＣに移転したことによる委託者の変更の登記は，

ＡとＣが共同して申請しなければならない。 

エ 甲土地についてＡを受益者，Ｂを信託管理人とする所有権の移転の登記及び信託の

登記を申請する場合において，Ｂの氏名又は名称及び住所を登記したときは，Ａの氏

名又は名称及び住所を登記することを要しない。 

オ 甲土地についてＡ及びＢを受託者とする所有権の移転の登記及び信託の登記を申請

する場合には，Ａ及びＢの持分を申請情報の内容とすることを要しない。 

1 アイ     2 アエ     3 イウ     4 ウオ     5 エオ 
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第27問 甲土地(不動産の価額100万円)について，次のアからオまでの第1欄の各登記の申請

又は嘱託をする場合の登録免許税の額として，第2欄の金額が誤っているものの組合せ

は，後記 1から 5までのうち，どれか。 

なお，租税特別措置法等の特例法による税の減免規定の適用はないものとし，また，

当該申請又は嘱託は，登録免許税の額が最も低額となるように申請又は嘱託するものと

する。 
 

 第 1 欄 第 2 欄 

ア 甲土地の受遺者が甲土地の所有権の登記名義人の相続人であるときの

遺贈による所有権の移転の登記の申請 

4000円 

イ 甲土地の地上権の登記名義人である売主と当該地上権の移転の仮登記

の登記名義人である買主とが共同してする，当該地上権の売買による

移転の仮登記に基づく本登記の申請 

1 万円 

ウ 甲土地の地上権の登記名義人が甲土地の所有権の共有持分３分の１を

買い受けたことによる持分の移転の登記の申請 

3300円 

エ 甲土地の地上権の登記名義人を登記義務者とする信託による地上権の

移転の登記の申請 

4000円 

オ 甲土地の強制競売による差押債権者の債権金額が150万円であるとき

の当該差押えの登記の嘱託 

6000円 

 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第28問 株式会社の設立の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せ

は，後記1から5までのうち，どれか。 

ア 当該設立が募集設立である場合において，定款に設立時役員の定めがないときは，

設立の登記の申請書には，議決権を行使することができる設立時株主の議決権の過半

数を有する設立時株主が出席し，出席した当該設立時株主の議決権の 3 分の 2 以上の

賛成により設立時役員が選任された旨の記載がある創立総会の議事録を添付しなけれ

ばならない。 

イ 定款に，出資される財産としてコンピュータ及びその価額として 600 万円と記載さ

れた場合において，その価額が相当であることについて公認会計士の証明を受けたと

きは，当該公認会計士が設立しようとする会社の設立時会計監査人であったとして

も，設立の登記の申請書に，当該公認会計士が作成した証明書を添付して，設立の登

記の申請をすることができる。 

ウ 当該設立が発起設立であり，設立しようとする会社が監査役設置会社である場合に

おいて，出資として金銭の払込みがされたときは，設立の登記の申請書に，設立時監

査役の作成に係る金銭の払込みがあったことを証する書面を添付して，設立の登記の

申請をすることができる。 

エ 設立の登記の申請書に，設立しようとする会社の本店の所在地を管轄する法務局又

は地方法務局に所属しない公証人が認証した定款を添付して，設立の登記の申請をす

ることができない。 

オ 当該設立が募集設立である場合において，定款に本店の所在場所の定めがないとき

は，創立総会の議事録に本店の所在場所を決議した旨の記載があっても，設立の登記

の申請書には，本店の所在場所について発起人の過半数の一致があったことを証する

書面を添付しなければならない。 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 ウオ 
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第29問 株式会社(特例有限会社を除く｡)又は特例有限会社に関する次のアからオまでの登記

の申請のうち，その申請書に当該申請をする会社の定款の添付を要するものの組合せ

は，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 株式会社である株式交換完全親会社がする株式交換による変更の登記の申請 

イ 株式会社が株主名簿管理人を置いたことによる変更の登記の申請 

ウ 株式会社が株式移転をする場合の株式移転による設立の登記の申請 

エ 取締役会設置会社でない株式会社が株主総会の決議によって代表取締役を選定した

場合の代表取締役の就任による変更の登記の申請 

オ 特例有限会社が最初の清算人を株主総会の決議によって選任したことによる清算人

の登記の申請 

1 アエ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 ウオ 
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第30問 取締役会設置会社における，株主に株式の割当てを受ける権利を与えないでする募集

株式の発行による変更の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組

合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 定款に｢当会社の株式を譲渡により取得するには，株主総会の承認を要する｡｣旨の

定めがある会社が，募集株式を引き受けようとする者と総数引受契約を締結した場合

には，募集株式の発行による変更の登記の申請書には，定款に別段の定めがあるとき

を除き，総数引受契約を承認した株主総会の議事録を添付しなければならない。 

イ 出資の目的が金銭であり，募集株式の一部が自己株式である場合には，払込みがさ

れた額の全額を増加する資本金の額とする募集株式の発行による変更の登記の申請を

することはできない。 

ウ 出資の目的が金銭であり，募集株式の全部が新たに発行する株式である場合におい

て，払込みがされた額の全額を資本金の額に計上するときは，募集株式の発行による

変更の登記の申請書には，資本金の額が会社法及び会社計算規則の規定に従って計上

されたことを証する書面の添付を要しない。 

エ 会社法上の公開会社が発行する募集株式が譲渡制限株式である場合には，募集株式

の発行による変更の登記の申請書には，定款に別段の定めがあるときを除き，募集株

式の割当てについて決定した取締役会の議事録を添付しなければならない。 

オ 会社法上の公開会社でない会社が株主総会による委任の決議に基づき取締役会で募

集事項を決定した場合において，その決定の日が当該委任の決議の日から１年以内で

あるときは，払込期日又は払込期間の末日が当該委任の決議の日から１年を経過して

いるときであっても，募集株式の発行による変更の登記の申請をすることができる。 

1 アイ     2 アウ     3 イエ     4 ウオ     5 エオ 
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第31問 新株予約権の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せ

は，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 募集新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日を定めた場合において，当該金

銭の払込みがされて募集新株予約権が発行されたときは，募集新株予約権の発行によ

る変更の登記の申請書には，当該期日が当該募集新株予約権の割当日より前の日であ

るときに限り，当該払込みがあったことを証する書面を添付しなければならない。 

イ 募集新株予約権の内容として，譲渡による当該新株予約権の取得について発行会社

の承認を要する旨の定めがあるときは，募集新株予約権の発行による変更の登記の申

請書には，登記すべき事項としてその定めを記載しなければならない。 

ウ 新株予約権の放棄による変更の登記の申請書には，当該登記を代理人により申請す

る場合におけるその権限を証する書面を除き，他の書面を添付することを要しない。 

エ 新株予約権の無償割当てをする場合において，株主に割り当てる新株予約権の行使

期間の末日が，株主及びその登録株式質権者に対する当該新株予約権の内容及び数の

通知の日から 2 週間を経過する日前に到来するときは，新株予約権の行使期間の延長

による変更の登記を申請しなければならない。 

オ 新株予約権の行使に際してする出資の目的を金銭とする場合には，当該新株予約権

の行使により自己株式のみが交付されるときであっても，新株予約権の行使による変

更の登記の申請書には，その行使に係る新株予約権についての払込みがあったことを

証する書面を添付しなければならない。 

1 アイ     2 アオ     3 イエ     4 ウエ     5 ウオ 
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第32問 株式会社における一時監査役の職務を行うべき者又は一時会計監査人の職務を行うべ

き者の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後記 1か

ら 5までのうち,どれか｡ 

ア 一時監査役の職務を行うべき者の選任による変更の登記は，裁判所書記官の嘱託に

より行われる。 

イ 一時会計監査人の職務を行うべき者の就任による変更の登記については，登録免許

税は課されない。 

ウ 一時会計監査人の職務を行うべき者に関する登記がされている場合において，会計

監査人の就任による変更の登記がされたときは，登記官の職権により，一時会計監査

人の職務を行うべき者に関する登記を抹消する記号が記録される。 

エ 唯一の会計監査人が資格喪失により退任する前に，監査役会の決議によって一時会

計監査人の職務を行うべき者を選任した場合には，当該監査役会の議事録を添付し

て，一時会計監査人の職務を行うべき者の就任による変更の登記の申請をすることが

できる。 

オ 任期満了による退任後もなお監査役としての権利義務を有する者が存在する場合に

は，一時監査役の職務を行うべき者が選任されたとしても，当該選任による変更の登

記をすることはできない。 

1 アウ     2 アオ     3 イウ     4 イエ     5 エオ 
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第33問 合同会社の登記に関する次のアからオまでの記述のうち，正しいものの組合せは，後

記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 社員の出資の目的を金銭とする合同会社の設立の登記の申請書には，当該金銭の払

込みがあったことを証する書面として，当該合同会社の代表社員が作成した出資金領

収書を添付することができる。 

イ 代表社員が法人である合同会社が解散し，当該代表社員が代表清算人になる場合に

おいて，当該代表社員の職務執行者が引き続き代表清算人の職務執行者になるとき

は，清算人及び代表清算人の登記の申請書には，職務執行者の選任に関する書面及び

当該職務執行者が就任を承諾したことを証する書面を添付することを要しない。 

ウ 合同会社の設立の登記の申請書には，資本金の額として，出資として払込み又は給

付がされた財産の価額の 2 分の 1 以上の額を記載しなければならない。 

エ 合同会社の資本金の額の減少による変更の登記の申請書には，資本金の額が会社法

及び会社計算規則の規定に従って計上されたことを証する書面を添付することを要し

ない。 

オ 合同会社の代表社員が法人である場合の職務執行者の就任による変更の登記の申請

をする者は，婚姻によって氏を改めた当該職務執行者の婚姻前の氏(記録すべき氏と

同一であるときを除く｡)をも記録するように申し出ることができる。 

1 アイ     2 アオ     3 イエ     4 ウエ     5 ウオ 
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第34問 株式会社(特例有限会社を除く｡)の公告方法又は貸借対照表の電磁的開示のための

ウェブページのアドレスの変更の登記の申請に関する次のアからオまでの記述のうち，

正しいものの組合せは，後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 公告方法を官報に掲載する方法としている会社が，公告方法を電子公告とする変更

の登記を申請する場合において，事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ

る公告をすることができない場合の予備的公告方法を定めたときは，その登記の申請

もしなければならない。 

イ 公告方法を官報に掲載する方法としている会社が，貸借対照表の電磁的開示のため

のウェブページのアドレスの設定の登記の申請をする場合には，貸惜対照表の電磁的

開示の制度の採用及びそのウェブページのアドレスを代表者が決定したことを証する

書面を添付しなければならない。 

ウ 公告方法を官報に掲載する方法とし，かつ，貸借対照表の電磁的開示のためのウェ

ブページのアドレスを登記している会社が，有価証券報告書提出会社に該当すること

となったため，そのためのウェブページのアドレスを廃止する変更の登記の申請をす

る場合には，当該会社が有価証券報告書提出会社に該当することとなったことを証す

る書面を添付しなければならない。 

エ 公告方法につき｢Ａ新聞に掲載してする。｣旨の定款の定めがある会社が，公告方法

を｢Ｂ市において発行するＡ新聞に掲載してする。｣とする定款の変更をしても，当該

公告方法の変更の登記の申請をすることができない。 

オ 公告方法を官報に掲載する方法とし，かつ，貸借対照表の電磁的開示のためのウェ

ブページのアドレスを登記している会社が，その公告方法を電子公告に変更し，公告

方法の変更の登記がされたときは，登記官の職権により，貸借対照表の電磁的開示の

ためのウェブページのアドレスの登記を抹消する記号が記録される。 

1 アイ     2 アオ     3 イエ     4 ウエ     5 ウオ 
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第35問 一般財団法人に関する次のアからオまでの記述のうち，誤っているものの組合せは，

後記 1から 5までのうち，どれか。 

ア 設立の登記の申請書には，法人を代表しない設立時理事が就任を承諾したことを証

する書面の印鑑につき市町村長の作成した証明書を添付することを要しない。 

イ 定款に非業務執行理事等が負う責任の限度に関する契約の締結についての定めがあ

る場合には，その定めの登記の申請をしなければならない。 

ウ 監事を置く一般財団法人の設立の登記の申請書には，登記すべき事項として，監事

を置く一般財団法人である旨を記載しなければならない。 

エ 一般財団法人が定款で定めた解散の事由の発生により解散した場合には，清算が結

了するまで，継続を決議した評議員会の議事録を添付して継続の登記の申請をするこ

とができる。 

オ 一般財団法人が解散した場合には，当該一般財団法人は，当該一般財団法人が合併

後存続する一般財団法人となる合併による変更の登記の申請をすることができない。 

1 アイ     2 アオ     3 イウ     4 ウエ     5 エオ 

 


